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○石川県国民健康保険条例（平成２９年石川県条例第３９号）  
目次 
第１章 総則（第１条・第２条） 
第２章 石川県国民健康保険運営協議会（第３条―第７条） 
第３章 国民健康保険保険給付費等交付金（第８条） 
第４章 国民健康保険事業費納付金（第９条―第２３条） 
第５章 雑則（第２４条） 
附則  

第１章 総則 
（趣旨） 
第１条 この条例は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）

第１１条第１項の規定により県が設置する国民健康保険事業の運営に関する協議会、

法第７５条の２第１項の規定による国民健康保険保険給付費等交付金の交付及び法

第７５条の７第１項の規定による国民健康保険事業費納付金の徴収に関し必要な事

項を定めるものとする。 
（用語の定義） 
第２条 この条例において使用する用語は、法及び国民健康保険の国庫負担金等の算定

に関する政令（昭和３４年政令第４１号。以下「政令」という。）において使用する

用語の例による。  
第２章 石川県国民健康保険運営協議会 

（設置） 
第３条 国民健康保険事業の運営に関する事項を審議させるため、石川県国民健康保険

運営協議会（以下この章において「協議会」という。）を置く。 
（委員） 
第４条 協議会の委員の定数は、次の各号に掲げる委員の区分に応じ、当該各号に定め

る数とする。 
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（１） 国民健康保険の被保険者を代表する委員 ３人 
（２） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６４条に規定する保険医又は保険薬

剤師を代表する委員 ３人 
（３） 公益を代表する委員 ３人 
（４） 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７条第３項に

規定する被用者保険等保険者を代表する委員 ２人 
２ 委員は、知事が任命する。 
（会長） 
第５条 協議会に会長を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙す

る。 
２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめ第１項の規定に準じて選挙された委員が、そ

の職務を代理する。 
（会議） 
第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 
（雑則） 
第７条 この章に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。  
第３章 国民健康保険保険給付費等交付金 

（国民健康保険保険給付費等交付金の交付） 
第８条 普通交付金は、政令第６条第２項に掲げる事項を勘案して、知事が別に定める

ところにより交付する。 
２ 特別交付金は、政令第６条第３項に掲げる事項を勘案して、知事が別に定めるとこ

ろにより交付する。 
３ 政令第６条第６項第３号に規定する条例で定める当該市町における財政の状況そ

の他の事情に応じた特別交付金の交付に充てられる部分は、知事が別に定める。 
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第４章 国民健康保険事業費納付金 

（国民健康保険事業費納付金の徴収） 
第９条 県は、年度ごとに各市町から国民健康保険事業費納付金を徴収するに当たって

は、あらかじめ、当該年度において当該市町が納付すべき国民健康保険事業費納付金

の額を算定し、当該市町に対して通知する。 
２ 前項に規定する国民健康保険事業費納付金の額は、政令、国民健康保険保険給付費

等交付金、国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率に関する省令（平成２９年厚

生労働省令第１１１号）及びこの条例で定めるところにより算定する。 
（医療費指数反映係数） 
第１０条 医療費指数反映係数は、各市町に係る一般納付金基礎額に当該市町に係る年

齢調整後医療費指数が反映されるよう、知事が定める数とする。 
（年齢調整後医療費指数） 
第１１条 年齢調整後医療費指数は、各市町につき、当該市町に係る政令第９条第４項

第１号に掲げる値とする。 
（一般納付金所得係数） 
第１２条 一般納付金所得係数は、政令第９条第５項第１号に掲げる額を同項第２号に

掲げる額で除して得た数を基準として知事が定める数とする。 
（一般納付金所得等割合） 
第１３条 一般納付金所得等割合は、各市町につき、当該市町に係る政令第９条第６項

第１号に掲げる数とする。 
（一般納付金被保険者数等割合） 
第１４条 一般納付金被保険者数等割合は、各市町につき、当該市町に係る政令第９条

第７項第２号に掲げる数とする。 
（一般納付金被保険者均等割指数） 
第１５条 一般納付金被保険者均等割指数は、０を超え１未満の範囲内において知事が

定める数とする。 
（後期高齢者支援金等納付金所得係数） 
第１６条 後期高齢者支援金等納付金所得係数は、政令第１０条第３項第１号に掲げる

額を同項第２号に掲げる額で除して得た数を基準として知事が定める数とする。 
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（後期高齢者支援金等納付金所得等割合） 
第１７条 後期高齢者支援金等納付金所得等割合は、各市町につき、当該市町に係る政

令第１０条第４項第１号に掲げる数とする。 
（後期高齢者支援金等納付金被保険者数等割合） 
第１８条 後期高齢者支援金等納付金被保険者数等割合は、各市町につき、当該市町に

係る政令第１０条第５項第２号に掲げる数とする。 
（後期高齢者支援金等納付金被保険者均等割指数） 
第１９条 後期高齢者支援金等納付金被保険者均等割指数は、０を超え１未満の範囲内

において知事が定める数とする。 
（介護納付金納付金所得係数） 
第２０条 介護納付金納付金所得係数は、政令第１１条第３項第１号に掲げる額を同項

第２号に掲げる額で除して得た数を基準として知事が定める数とする。 
（介護納付金納付金所得等割合） 
第２１条 介護納付金納付金所得等割合は、各市町につき、当該市町に係る政令第１１

条第４項第１号に掲げる数とする。 
（介護納付金賦課被保険者数等割合） 
第２２条 介護納付金賦課被保険者数等割合は、各市町につき、当該市町に係る政令第

１１条第５項第２号に掲げる数とする。 
（介護納付金納付金被保険者均等割指数） 
第２３条 介護納付金納付金被保険者均等割指数は、０を超え１未満の範囲内において

知事が定める数とする。  
第５章 雑則 

（委任） 
第２４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が

別に定める。  
附 則   
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（施行期日） 
１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公

布の日から施行する。 
（国民健康保険財政調整交付金の交付に関する条例の廃止） 
２ 国民健康保険財政調整交付金の交付に関する条例（平成１７年石川県条例第４８

号）は、廃止する。ただし、平成２９年度以前の年度分の都道府県調整交付金につい

ては、なお従前の例による。 
（準備行為） 
３ 第９条第１項の規定による国民健康保険事業費納付金の額の算定その他この条例

を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 
（退職被保険者等の年齢調整後医療費指数等の特例） 
４ 法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等について、第１１条から第１３条ま

で、第１６条及び第１７条の規定を適用する場合においては、次の表の上欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 
第１１条 第９条第４項第１号 附則第４条第１項の規定により読み替えら

れた政令第９条第４項第１号 
第１２条 第９条第５項第１号 附則第４条第１項の規定により読み替えら

れた政令第９条第５項第１号 
同項第２号 政令附則第４条第１項の規定により読み替

えられた政令第９条第５項第２号 
第１３条 第９条第６項第１号 附則第４条第１項の規定により読み替えら

れた政令第９条第６項第１号 
第１６条 第１０条第３項第１号 附則第４条第１項の規定により読み替えら

れた政令第１０条第３項第１号 
同項第２号 政令附則第４条第１項の規定により読み替

えられた政令第１０条第３項第２号 
第１７条 第１０条第４項第１号 附則第４条第１項の規定により読み替えら

れた政令第１０条第４項第１号  


